














被災地における共助について

内閣府は、平成26年2月～4月に東日本大震災の被災地において共助による支援活動に関
するヒアリング調査を実施した。

【調査概要】
①調査名 東日本大震災における共助による支援活動に関するヒアリング調査
②調査方法 ヒアリング調査
③調査対象者 18名（仙台市、大船渡市、気仙沼市で被災経験のある30～80代の男女）
④実施期間 平成26年2月～4月

同調査では、被災地や被災者ごとに状況は異なるものの、市町村や自衛隊等による公助の
ほか、地域コミュニティにおける助け合いによる共助が、被災者の生活の維持に特に大きな
役割を果たしていることがわかった。
そして、ヒアリングの中では、「①共助によって倒壊した自宅から救出された事例」、「②共

助によって助け合って避難を行った事例」、「③共助によって助け合って避難所の運営を行っ
た事例」、「④共助によって隣近所の住民が助け合って在宅避難を行った事例」等がみられた。

①共助によって倒壊した自宅から救出された事例
大船渡市のAさん（60代女性）は、海岸で仕事中に津波を目視し、高台にあった自宅の2

階に避難した。しかし、津波によって自宅が100m近く流され、倒壊した自宅に閉じ込められ
た。たまたま、自宅が流れ着いた場所が、地域コミュニティの住民が集まっている場所だっ
たため、多くの住民が2時間以上救出活動に参加してくれて、なんとか救出されることがで
きた。

②共助によって助け合って避難を行った事例
大船渡市のBさん（60代女性）の場合は、発災時に自宅にいたが、地域コミュニティの住

民が津波を目視し、放送等が聞こえない中で、大声でコミュニティの仲間に警告してくれた。
それがきっかけとなって近隣の住民が協力しあって避難をすることができた。

③共助によって助け合って避難所の運営を行った事例
気仙沼市のCさん（60代男性）は、発災時に自宅にいたが、携帯しているラジオで津波が

くることを知って、家族で近隣の避難所に避難した。そこでは、自らリーダーとなって地域
コミュニティの被災者たちの調整を行い、被災者をまとめて皆で掃除、消毒等を積極的に行
う等助け合って避難所の運営を行った。

④共助によって隣近所の住民が助け合って在宅避難を行った事例
仙台市のDさん（30代女性）は、発災時は子供を連れて外出中であったが、発災後は在宅

避難を行った。そして、町内会の役員による見回り・情報伝達・物資の支給、隣近所からの
物資の支援等を受け、マンションでの在宅避難を継続することができた。
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（1）町内会、小学校区単位等での取組の事例
ここでは、町内会、小学校区単位（自主防災組織）等で住民が主体となって、行政と連携して実

施している特色のある取組について紹介する。

地域特性を踏まえた地区の防災計画（地区防災ガイド）の策定
（北海道石狩市）

石狩市では、津波、河川の氾濫や土砂災害等地区によって起こり得る災害が異なる特性が
あったことから、地域防災計画の見直しと同時に、地域住民、事業者等が参加して、平成25
年3月に各地区の特性を踏まえた防災活動に関する計画である「地区防災ガイド」を市内を
8地区に分けて策定した。

石狩市は、面積721㎢、人口6万人であり、西側には南北約80kmにわたる日本海の海岸線、北
部は山がちの農漁村地域、南部は石狩川の沖積平野に市街地や工業団地が広がっている。このた
め、津波、河川の氾濫や土砂災害等地区によって起こり得る災害が異なっている。

① 地区防災ガイド作成のきっかけ
石狩市では、東日本大震災を契機として地域防災計画・水防計画を抜本的に見直したが、市の特

性に鑑みると、「地区レベルの防災計画がなければ災害時には役に立たない」と考えられたため、
有識者からの提言を受け、地域防災計画・水防計画の改訂と並行して、各地区の防災活動に関する
計画である「地区防災ガイド」の策定に取り組んだ。

② 地区防災ガイドの作成プロセスとその内容
このガイドは、市内を社会特性、地形、企業の立地、集落としてのまとまりなどを踏まえた8地

区に分け、その地区ごとに町内会・自治会や教育機関、福祉・医療機関、企業関係者等で構成した
「地区防災計画策定会議」が主体となって、全戸アンケート結果なども踏まえて「地域で作った計
画、地域で育てていく計画」として策定した。
平成25年3月に完成したガイドは、避難経路や地区のルールを定め、地域防災計画と相互に補

完するものとし、自助・共助の地区単位の行動指針として、「地区の基本的な考え方」「地区の特性」
「平常時の行動」「災害時の行動」「実践」「資料」で構成されている。

③ 地域防災計画と地区防災ガイドの整合の確保
地域防災計画で自助・共助の目標を明確化し、公助も含めた平常時・災害時における責務を明示

したことと、地域防災計画の改訂と併せて、全地区一斉にガイドの検討に取り組むことで、地域防
災計画との整合を図ることができた。

取組の紹介（石狩市ホームページ）
～地域防災計画・水防計画全面改定・
各地区防災計画策定会議～
http://www.city.ishikari.

地区防災ガイド
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地域特性を踏まえた「地域版避難所運営マニュアル」
（宮城県仙台市）

仙台市では、地域と行政が連携して、地域の状況に応じた避難所における防災活動に関す
る「地域版避難所運営マニュアル」の作成を進めているが、地域が主体となって、その取組
が広がりつつある。

① 「地域版避難所運営マニュアル」の作成推進
東日本大震災の際の避難所運営については、避難者が多く発生した中で、誰が避難所の開設・運

営を行うのかが不明確であったことなどから、震災後、新たな「仙台市避難所運営マニュアル」を
作成し、それを参考に地域団体、施設管理者、市の担当職員の三者による避難所運営の意識の共有
化を図り、地域の状況に応じた避難所における防災活動に関する「地域版避難所運営マニュアル」
の作成を推進していくこととした。

② 地域の町内会・学校と行政の連携
取組の内容としては、平成25年4月から本庁各課を中心に191箇所の指定避難所毎に避難所担当

課を割り当て、同年7月から「地域版避難所運営マニュアル」の作成のための地域及び施設管理者
（市立学校等）との事前協議を開始しており、町内会、学校及び仙台市が様々な情報や意識を共有
化し、平時より「お互いの顔が見える関係」を構築して円滑な避難所運営を目指すこととしてい
る。
また、「地域版避難所運営マニュアル」の作成を支援するため、有識者を支援アドバイザーとし

て派遣したり、「仙台市避難所運営マニュアル」について、視覚的にも分かりやすいように解説を
加えたDVDを作成し、町内会をはじめとする避難所運営関係者に配布している。

③ 地域が主体となった取組の広がり
この市の取組については、地域の代表である仙台市連合町内会長会の平成26年度の目標として、

平成26年度内の全地域における「地域版避難所運営マニュアル」の作成及び避難所運営訓練の実
施を掲げている等地域が主体となって取り組んでおり、平成26年度中には、「地域版避難所運営マ
ニュアル」の作成と避難所運営訓練による検証を行う予定になっている。

仙台市避難所運営マニュアル
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「身近な地域の市民防災行動計画」による住民の防災意識・地域防災力の向上
（京都府京都市）

京都市では、住民と行政が連携して、平成12年から「身近な地域の市民防災行動計画」策
定を進めている。この取組は、地域の消防署員の情報提供等の支援を受けつつ、住民自身が
自らの手で地域の事情にあった計画を策定するものである。

① 町内版地域防災計画「身近な地域の市民防災行動計画」
京都市では、「自らの身の安全は自らが守る」、「自らのまちは自らが守る」を基本に、市民と行

政が一丸となって防災・減災の取組を推進してきた。その取組の一つが、「身近な地域の市民防災
行動計画（以下「行動計画」という。）」づくりである。これは、地域住民主体の町内版地域防災計
画であり、おおむね町内単位で結成されている約6,300の自主防災組織を対象とし、ほぼ全ての地
域で策定されている。

② 行動計画づくりの流れ
行動計画策定の流れは、まず、地域で集まっていただき、消防局が持つその地域の防災関連情報

を提供することで、住民自身に自分の町の防災力に対する「気付き」を喚起する。
次に、「気付いた」防災上の脆弱性に対し、それを解消するためワークショップ形式で知恵を出

し合い、地域の事情に合った行動計画を策定する。
消防署員の役割は、地域住民から出ていない視点からの問題提起や、参加者全員の発言を引き出

す進行等中立的な立場からワークショップの調整役を担うことである。

③ 計画策定の効果と今後の課題
行動計画について地域住民からは、「行動計画を策定したことで減災が具体的にイメージでき

た。」「災害は何が起きるか分からない。計画どおりにいくかどうか。訓練による検証が必要ではな
いか。」等の意見もあり、本取組により、市民の防災意識・地域防災力の向上に一定の成果があっ
た。
しかし、平成25年9月の台風第18号による豪雨災害では、隣接地域と連携した対応や連携体制

の確立等の必要性が明らかになり、より広域版の行動計画の必要性も認められた。
今後は、前途の課題を解消するため、小学校区単位を対象に、町内単位の活動を集約し、避難所

到達までの活動要領を明記した行動計画を策定するとともに、消防署員が行動計画の策定・維持・
更新に積極的に関わり、より実効性のあるものにしていくこととしている。

ワークショップの模様

27

第
4
章
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
先
進
的
な
取
組
の
事
例

共
助
に
よ
る
地
域
防
災
力
の
強
化
～
地
区
防
災
計
画
制
度
の
施
行
を
受
け
て
～

特

集









世帯別津波避難カルテ
（高知県黒潮町）

黒潮町では、震度7、最大津波高34mでも犠牲者ゼロをめざし、全職員に防災業務を兼務
させる「防災地域担当制」を導入したほか、「世帯別津波避難カルテ」の作成を進めている。

① 震度7、最大津波高34mでも犠牲者ゼロをめざす
2012年3月31日、黒潮町に衝撃が走った。「町が日本最大の津波高34.4mに襲われる可能性があ

る。」ということが中央防災会議から公表されたのである。しかも、最大震度は7、高知県には最
短2分で津波が到達するかもしれないというものであった。マスコミからは「町が消えてしまう」
等の報道が流れ、多くの住民にあきらめの声が広がった。
しかし、町は「避難放棄者を出さない」という基本的な考え方を示し「あきらめない。揺れたら

逃げる、より早く、より安全なところへ。」を町民が共有するメッセージとした。

② 全町職員に防災業務を兼務させる「防災地域担当制」の導入
また、全町職員に防災業務を兼務させる「防災地域担当制」を導入した。全職員（約200人）を

消防分団管轄地域に振り分けて、自主防災会や消防団と協働して地域の防災対策に取り組む制度で
ある。

③ 「世帯別津波避難カルテ」の作成
さらに、津波浸水危険区域で住民一人一人の避難行動を調査することとし、2013年2月～2014

年1月にかけて地区の最小単位である「班（10軒～15軒）」ごとにワークショップを202回実施し
3,790の「世帯別津波避難カルテ」を完成させた。このワークショップへの参加率は63.33％、カル
テの回収率は99.98％である。
このカルテにより、津波浸水危険区域の住民が「自力避難ができるか」「家族の力だけで避難で

きるか」「避難方法」「避難経路と避難場所」「住宅の耐震状況」「避難上の課題」等が明確になってき
た。
この情報は、避難行動要支援者台帳や今後作成する避難行動要支援者の個別計画や地区防災計画

に反映させていく予定である。

世帯別津波避難カルテ関係の記入シート

31

第
4
章
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
先
進
的
な
取
組
の
事
例

共
助
に
よ
る
地
域
防
災
力
の
強
化
～
地
区
防
災
計
画
制
度
の
施
行
を
受
け
て
～

特

集





防災拠点となる街づくり
（森ビル株式会社）

六本木ヒルズ等東京都心部を中心に再開発事業を手がける森ビルでは、地域の防災拠点と
しての「災害に強い街づくり」を推進しており、行政や地域コミュニティと連携しつつ、社
員の防災活動に関する「震災対策要綱」を定める等の取組を実施している。

森ビルでは、「逃げ出す街から逃げ込める街へ」をコンセプトに、安全な建物や街を創るのはも
ちろん、ソフト面でも様々な対策を講じている。以下、六本木ヒルズを例に紹介する。

① 地域コミュニティとの連携
居住者、テナント等多彩な構成員による自治会活動が根付く六本木ヒルズでは、消防署の協力に

よる震災講習会、六本木ヒルズ震災訓練を実施し、日ごろから防災意識を高めるとともに、六本木
エリアの清掃活動や盆踊り等のイベント活動を通じて地域コミュニティの結束を深め、「自助と共
助」の意識で、災害時に地域に貢献できるように取り組んでいる。

② 行政機関との連携
まず、官民連携強化を目的に、2012年3月１日、港区と「災害発生時における帰宅困難者の受

入れに関する協力協定」を締結し、区から要望があれば一時滞在場所の提供や、備蓄食糧・飲料
水、避難誘導用具の提供等を行うこととしている。

③ 「震災対策要綱」の作成等防災拠点となる街づくり
また、災害時のテナント及び居住者へのサポート、地域コミュニティ及び行政機関への貢献・連

携のため、社員の防災活動に関する行動基準である「震災対策要綱」を定めている。
さらに、発災後は1,400名の全社員が震災対策組織に移行し、迅速な復旧活動が行えるよう訓練

を実施しているほか、休日・夜間の発災に備えて徒歩圏に防災社宅を設け、その居住者に向けた特
別訓練も行っている。そして、10万食（森ビル全体では約20万食）の備蓄を行い、社員、帰宅困
難者、テナント、居住者及び近隣住民に配布できるよう備えている。

森ビル総合震災訓練（左・中央）と六本木ヒルズ震災訓練（右）
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（3）大学を中心とした取組の事例
ここでは、地域の大学が中心となって、行政、事業者、地域住民等と連携して実施されている地

域レベルの事業継続に関する事例を紹介する。

大学が中心となった「地域継続計画（DCP）」の策定に向けて
（香川県高松市）

香川大学を事務局として、香川県内の行政機関、事業者等で構成する「香川地域継続検討
協議会」が発足し、「香川地域継続計画」（DCP）の策定に向けた取組を進めている。

① 南海トラフ地震に対応するための地域継続計画（DCP）
今後発生が想定される南海トラフ地震による被害は、個々の組織に止まらず広域的な災害が発生

し、地域が機能不全に陥る恐れがあることから、大規模かつ広域的な災害発生を想定した地域継続
計画（District Continuity Plan：DCP）の策定・運用が必要である。
香川県は、南海トラフ地震が発生した場合に四国の緊急災害現地対策本部が設置される等四国の

防災拠点としての役割が期待されていることから、このDCPの策定に着手した。

② DCPの観点からの行政、事業者等のBCPの見直し
DCPの策定のため、香川大学危機管理研究センターが事務局となって、国・県・市等の行政機

関、ライフライン企業、商工会議所、経済同友会で構成する「香川地域継続検討協議会」を平成
24年5月に設立し、各機関が既に策定しているBCPについてもDCPの視点から見直し・改善
を図った。

③ 「香川地域継続計画」の策定に向けて
その後、協議会では、DCP策定に先立って、その方針を示す観点から「香川地域継続計画骨

子」を策定することとしており、骨子を受けて、DCPにとっての重要機能について検討を行い、
今後DCPが作成される予定となっている。
（活動の詳細はhttp://www.kagawa-u.ac.jp/csmrc/ccckr/ 参照）。

香川地域継続計画で想定した5つの重要機能
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